
執
筆伊

東　

裕
子

こ
ど
も
青
少
年
局
緊
急
保
育
対
策
課
長

田
中　

礼
子

こ
ど
も
青
少
年
局
緊
急
保
育
対
策
課
課
長
補
佐

（
緊
急
保
育
対
策
係
長
）

渡
邉　

崇

こ
ど
も
青
少
年
局
緊
急
保
育
対
策
課
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１
「
待
機
児
童
数
全
国
一
」
か

ら
の
ス
タ
ー
ト

平
成
21
年
８
月
、「
子
育
て
支
援

の
充
実
―
特
に
待
機
児
童
解
消
の

実
現
」
を
掲
げ
て
就
任
し
た
林
市

長
は
、
10
月
に
市
長
直
轄
の
「
保

育
所
待
機
児
童
解
消
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
」
を
発
足
さ
せ
た
。
こ
の
庁
内

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
は
、
こ
ど
も
青

少
年
局
、
各
区
こ
ど
も
家
庭
支
援

課
の
職
員
だ
け
で
な
く
、
の
ち
に

緊
急
保
育
対
策
部
長
と
な
る
当
時

の
政
策
課
の
課
長
や
保
育
分
野
に

関
わ
っ
た
こ
と
の
な
い
職
員
や
子

育
て
中
の
職
員
も
参
加
し
、
現
場

の
声
を
生
か
し
、
既
成
概
念
に
と

《3》 

横
浜
市
の
待
機
児
童
対
策
の
経
緯
と
今
後
の
課
題

特 集
横
浜
の
子
育
て
支
援

ら
わ
れ
な
い
発
想
で
、
対
策
の
検

討
を
進
め
た
。

実
は
、
こ
の
年
４
月
の
待
機
児

童
数
は
１
，２
９
０
人
に
の
ぼ
り
、

５
年
ぶ
り
に
全
国
一
に
「
返
り
咲

い
て
」
い
た
。
待
機
児
童
数
は
、

子
育
て
支
援
事
業
本
部
（
15
年
度

～
17
年
度
）
の
取
組
に
よ
り
、
18

年
４
月
に
過
去
最
少
の
３
５
３
人

（
全
国
の
市
町
村
で
７
位
）
ま
で
減

少
。
し
か
し
、
そ
の
後
保
育
所
の

新
規
整
備
を
減
ら
す
と
、
ま
た
増

加
に
転
じ
て
し
ま
っ
た
。
16
年
度

を
ピ
ー
ク
に
就
学
前

児
童
数
は
減
少
し
て

い
る
に
も
関
わ
ら

ず
、
入
所
申
込
は
、

毎
年
２
，
０
０
０
人

程
度
増
え
続
け
、
年

間
１
，
０
０
０
人
程

度
の
保
育
所
整
備
で

は
追
い
つ
か
な
か
っ

た
（
表
１
）。

待
機
児
童
解
消
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

保
護
者
、
子
育
て
支

援
関
係
者
へ
の
ヒ
ア

リ
ン
グ
や
「
次
世
代

育
成
支
援
行
動
計
画

･

後
期
計
画
」
策
定
時
の
ア
ン
ケ
ー

ト
（
20
年
11
月
実
施
）
の
結
果
を

基
に
、
待
機
児
童
発
生
の
メ
カ
ニ

ズ
ム
や
課
題
の
分
析
等
を
行
っ
た
。

ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
る
と
、
未
就

学
児
の
保
護
者
で
こ
れ
か
ら
働
き

た
い
人
の
約
９
割
は
、
パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト
を
希
望
し
て
お
り
、

「
週
３
日
」「
１
日
４
時
間
」
が
一

番
多
い
と
い
う
結
果
が
出
て
い
る

が
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
中
で
は
、「
週

３
日
」
で
は
保
育
所
の
入
所
要
件

に
満
た
な
い
た
め
無
理
を
し
て
週

４
日
以
上
の
仕
事
を
探

す
と
い
う
話
を
聞
い

た
。
保
育
所
の
制
度
に

合
わ
せ
て
働
き
方
を
決

め
ざ
る
を
得
な
く
な
っ

て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、

認
可
保
育
所
だ
け
で
な

く
、
一
時
保
育
も
拡
大

す
る
な
ど
、
保
育
サ
ー

ビ
ス
の
選
択
性
を
高
め

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
保
護
者
の
希
望

が
認
可
保
育
所
に
偏
る

の
は
、
認
可
保
育
所
が
、

長
い
保
育
時
間
・
給
食

提
供
・
充
実
し
た
職
員

配
置
で
安
価
に
利
用
で
き
る
の
に

対
し
、
他
の
保
育
サ
ー
ビ
ス
に
は

割
高
感
が
あ
る
か
ら
で
は
な
い
か
。

さ
ら
に
、
市
民
に
身
近
な
区
役
所

窓
口
で
は
、
認
可
保
育
所
以
外
の

情
報
が
少
な
く
、
十
分
な
案
内
が

で
き
て
い
な
い
の
で
は
な
い
か
、

と
い
う
分
析
も
さ
れ
て
い
る
。

22
年
３
月
に
出
さ
れ
た
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
で
は
、「
量
の
提

供
」
か
ら
「
選
択
性
の
高
い
総
合

的
対
応
」
へ
対
策
を
転
換
さ
せ
る

こ
と
が
必
要
だ
と
結
論
付
け
て
い

る
。
具
体
的
な
施
策
と
し
て
は
、

①
保
育
所
の
新
設
整
備
に
加
え
、

横
浜
保
育
室
や
家
庭
的
保
育
な
ど

の
小
規
模
な
も
の
、
幼
稚
園
の
活

用
、
一
時
保
育
な
ど
多
様
な
保
育

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
、②
多
様
な
サ
ー

ビ
ス
を
適
切
に
保
護
者
と
結
び
付

け
る
、
保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
の

よ
う
な
役
割
・
機
能
の
設
置
、
③

地
域
特
性
や
地
域
資
源
を
活
用
し

た
効
果
的
・
効
率
的
な
取
組
を
す

る
た
め
の
、
区
を
主
体
と
し
た
推

進
体
制
整
備
な
ど
が
提
案
さ
れ
た
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
議
論
は
22
年

度
予
算
編
成
に
反
映
さ
れ
、
22
年

４
月
に
は
緊
急
保
育
対
策
担
当
が

（写真１）保育所待機児童解消プロジェクト

表１　平成16年４月と24年４月の就学前児童数と保育
　　　所の入所申込数比較
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と
が
あ
る
。
こ
れ
を
受
け
て
、
市

全
体
の
厳
し
い
状
況
の
中
で
も
、

予
算
（
図
４
）
と
人
（
15
ペ
ー
ジ

参
照
）の
重
点
的
な
配
分
を
行
っ
た
。

二
点
目
は
、
や
は
り
報
告
書
で

提
案
の
あ
っ
た
、
区
役
所
が
待
機

児
童
対
策
に
か
か
わ
っ
た
こ
と
で

あ
る
。
こ
ち
ら
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
期
待
し
て
い
た
以
上
の
効
果

が
あ
っ
た
。

ま
ず
、
整
備
に
関
し
て
は
、
保

育
所
の
定
員
割
れ
の
状
況
や
預
か

り
保
育
幼
稚
園
の
分
布
、
就
学
前

児
童
の
推
移
、
新
た
な
開
発
計
画

等
の
詳
細
な
地
域
分
析
が
可
能
と

な
り
、
整
備
す
べ
き
場
所
が
ピ
ン

ポ
イ
ン
ト
で
把
握
で
き
る
よ
う
に

な
っ
た
。
ま
た
、
整
備
す
べ
き
場

所
や
駅
の
圏
内
で
、
保
育
所
に
適

し
た
土
地
や
床
を
探
し
、さ
ら
に
、

運
営
法
人
と
結
び
付
け
る
と
い
う

こ
と
を
積
極
的
に
行
っ
た
こ
と
が
、

短
期
間
で
の
成
果
に
つ
な
が
っ
た
。

ま
た
、
保
護
者
お
一
人
お
ひ
と

り
へ
の
丁
寧
な
対
応
が
実
現
し
た

こ
と
の
効
果
も
大
き
か
っ
た
。
22

年
4
月
当
時
、「
待
機
児
童
と
な
っ

た
１
，
５
５
２
人
の
家
庭
が
ど
う

い
う
状
況
な
の
か
一
人
ひ
と
り
に

会
っ
て
き
ち
ん
と
調
べ
な
さ
い
。」

と
い
う
、
市
長
か
ら
の
強
い
指
示

を
受
け
て
、
お
手
紙
で
「
保
育
所

待
機
児
童
実
態
調
査
」
を
実
施
す

る
こ
と
に
な
っ
た
（
22
年
９
月
公

で
き
、
待
機
児
童
対
策
を
専
門
的

に
担
う
担
当
係
長
を
８
区
に
配
置

し
て
、本
格
的
な
取
組
が
始
ま
っ
た
。

２

な
ぜ
減
少
し
た
の
か

本
格
的
な
取
組
を
開
始
し
て
、

待
機
児
童
数
は
、22
年
４
月
の
１
，

５
５
２
人
か
ら
24
年
４
月
の
１
７

９
人
へ
と
、
わ
ず
か
２
年
で
約

88
・
５
パ
ー
セ
ン

ト
減
少
し
た
（
図

１
）。
な
ぜ
、
劇
的

な
減
少
が
実
現
で

き
た
の
か
、
振
り

返
っ
て
い
き
た
い
。

一
点
目
は
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告

書
の
提
案
を
受
け

て
、
認
可
保
育
所

の
受
入
拡
大
に
加

え
、
横
浜
保
育
室

や
家
庭
的
保
育
の

よ
う
な
小
規
模
な

も
の
、
ま
た
、
幼

稚
園
預
か
り
保

育
、
乳
幼
児
一
時

預
か
り
事
業
な

ど
、
多
様
な
保
育

サ
ー
ビ
ス
の
拡
大

が
功
を
奏
し
た

（
図
２
・
表
２
）。

元
々
、
横
浜
市

の
就
学
前
児
童
数

に
対
す
る
保
育
所

定
員
の
割
合
（
い

わ
ゆ
る
定
員
率
）
は
、
22
・
７
％

（
24
年
４
月
時
点
）（
図
３
）
と
、

政
令
指
定
都
市
平
均
28
・
２
％
と

比
較
し
て
も
非
常
に
低
い
水
準
で

あ
り
（
政
令
市
20
市
中
16
位
）、
保

育
の
基
盤
整
備
が
必
要
だ
っ
た
。

２
年
間
で
こ
れ
だ
け
の
整
備
が

実
現
で
き
た
背
景
に
は
、「
待
機
児

童
ゼ
ロ
」
と
い
う
横
浜
市
と
し
て

の
明
確
な
目
標
を
打
ち
出
し
た
こ

図３　定員率の政令指定都市比較
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図１　横浜市の認可保育所定員と入所申込数、待機児童数の推移
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待機児童数（人） 2007～2010年度で

保育所定員数を
約5,300人増やしたが
待機児童数は増加

子育て支援事業本部が
待機児童対策を実施
3年間で保育所定員数を
約8,000人増やす

2010～2012年度の3年間で
140か所以上、定員１万人を
超える保育所を整備予定

認可保育所

認可保育所
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0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000（人）

H22.4

H24.4

6,379人分の
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図２　平成22年４月と24年４月の保育サービス定員比較

（表２）平成22年度から24年度までの保育サービス整備状況
22年度　※１ 23年度　※１ 24年度（見込み） ※１ ３年間の計（見込み）

施設数増
▲は減

対前年比
定員増

施設数増
▲は減

対前年比
定員増

施設数増
▲は減

対前年比
定員増

施設数増
▲は減 定員増

認可保育所 23 1,712 49
▲１ 3,600 73

▲１ 約5,300 145
▲２ 10,612

横浜保育室 19
▲１ 619 10

▲４ 249     7  ※２
▲２　

　　※２
約100

36
▲７ 968

NPO型
家庭的保育 6 54 11 99 20

▲１ 162 37
▲１ 315

　※１は、翌年４月に向けた整備（年度途中の既に開所済も含む）。
　※２は、５月１日開所も含む。

図４　平成21年度から25年度までの待機児童対策に関する
　　　予算の状況
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13■ 特集　横浜の子育て支援

整
備
し
て
、
保
育
所
の
運
営
は
大

丈
夫
な
の
か
？
」「
こ
ん
な
に
造
っ

て
、保
育
ニ
ー
ズ
は
あ
る
の
か
？
」

「
定
員
割
れ
し
て
い
る
と
こ
ろ
を

活
用
す
る
の
が
先
で
は
な
い

か
？
」
と
い
っ
た
声
も
聞
こ
え
て

く
る
。

待
機
児
童
対
策
が
難
し
い
の

は
、
１
，
５
０
０
人
の
待
機
に

対
し
て
１
，
５
０
０
人
分
を
整

備
し
て
も
解
消
に
つ
な
が
ら
な

い
と
こ
ろ
だ
。
18
年
度
に
、
３

５
３
人
ま
で
下
が
っ
た
待
機
児

童
に
対
し
て
１
，
０
０
０
人
分

の
保
育
所
を
造
っ
た
が
、
結
果

と
し
て
待
機
児
童
が
増
え
て
し

ま
っ
た
と
い
う
状
況
を
す
で
に

経
験
し
て
い
る
。

繰
り
返
し
に
な
る
が
保
育
所

申
込
は
年
々
増
え
て
い
る
。
最

新
の
デ
ー
タ
を
み
て
も
、
横
浜
は

子
育
て
期
の
女
性
の
労
働
力
率
が

全
国
平
均
よ
り
低
く
、
働
く
女
性

が
増
え
る
余
地
が
ま
だ
あ
る
と
い

う
こ
と
で
あ
り
、
発
生
し
た
待
機

児
童
で
は
な
く
、
こ
れ
か
ら
生
ま

れ
る
保
育
ニ
ー
ズ
を
ど
れ
だ
け
正

確
に
見
込
め
る
か
が
重
要
だ
。

横
浜
市
内
で
も
、
鶴
見
区
や
神

奈
川
区
の
臨
海
部
の
よ
う
に
、
工

場
地
帯
か
ら
大
規
模
マ
ン
シ
ョ
ン

に
土
地
転
換
が
進
ん
で
い
る
よ
う

な
エ
リ
ア
と
、
駅
か
ら
離
れ
た
郊

外
部
で
、
一
昔
前
に
開
発
さ
れ
た

地
域
で
高
齢
化
が
進
ん
で
い
る
エ

リ
ア
と
で
は
、
保
育
の
ニ
ー
ズ
は

異
な
っ
て
い
る
。
今
後
は
よ
り
一

層
の
地
域
分
析
に
よ
り
、
エ
リ
ア

に
よ
る
需
要
と
供
給
の
ミ
ス
マ
ッ

チ
を
で
き
る
だ
け
小
さ
く
す
る
努

力
が
必
要
に
な
る
だ
ろ
う
。

ま
た
、
児
童
の
年
齢
に
よ
る
需

要
と
供
給
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
も
解
消

す
る
必
要
が
あ
る
。
よ
く
問
題
と

さ
れ
る
「
定
員
割
れ
」
だ
が
、
市

内
保
育
所
を
ト
ー
タ
ル
で
み
る
と
、

4
月
の
段
階
で
定
員
を
下
回
っ
て

い
る
の
は
、０
歳
、４
歳
、５
歳
で
、

１
歳
か
ら
３
歳
で
は
す
で
に
定
員

を
超
え
て
入
所
し
て
い
る（
図
５
）。

４
、５
歳
に
空
き
が
あ
っ
て
も
、

大
き
い
子
ど
も
た
ち
に
混
ざ
っ
て
、

表
）。
保
育
所
の
数
が
年
々
拡
大
す

る
中
、
区
役
所
は
、
入
所
運
営
事

務
の
事
務
量
が
増
え
て
い
て
、
入

所
で
き
な
か
っ
た
方
へ
の
対
応
ま

で
手
の
届
く
状
況
で
は
な
か
っ
た
。

そ
し
て
、
23
年
４
月
に
担
当
係
長

を
、同
年
６
月
に
は
保
育
コ
ン
シ
ェ

ル
ジ
ュ
を
そ
れ
ぞ
れ
全
区
に
配
置

し
て
、保
育
所
に
入
所
で
き
な
か
っ

た
方
へ
の
フ
ォ
ロ
ー
が
で
き
る
体

制
を
つ
く
っ
た
。

受
入
枠
を
増
や
し
た
こ
と
に
よ

り
、
１
年
後
の
23
年
４
月
に
待
機
児

童
数
は
、
９
７
１
人
ま
で
は
減
少
し

た
が
、
残
り
２
年
間
で
ゼ
ロ
に
す
る

た
め
に
は
、
量
を
増
や
す
だ
け
で
は

難
し
い
。
も
う
一
歩
、
踏
み
込
ん
だ

対
策
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と

い
う
こ
と
が
担
当
職
員
の
実
感
と

し
て
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
個
々
の
待

機
児
童
の
家
庭
状
況
を
正
確
に
把

握
し
て
、
そ
の
家
庭
に
合
っ
た
保
育

サ
ー
ビ
ス
へ
積
極
的
に
結
び
付
け

て
い
く
こ
と
に
踏
み
込
ん
だ
。
そ
の

結
果
、
把
握
で
き
た
保
護
者
像
は
非

常
に
多
様
で
、
そ
れ
ら
の
状
況
を
国

の
待
機
児
童
集
計
定
義
に
照
ら
し

合
わ
せ
な
が
ら
、
待
機
児
童
数
を
精

査
し
て
い
っ
た
（
表
３
）。

さ
ら
に
、
待
機
児
童
ゼ
ロ
を
実

現
す
る
た
め
に
、
例
え
ば
、「
家
庭

的
保
育
事
業
を
実
施
す
る
の
に
適

し
た
空
き
部
屋
の
物
件
情
報
を
集

め
る
物
件
情
報
シ
ス
テ
ム（
26
ペ
ー

ジ
参
照
）」「
地
域
を
限
定
し
て
横

浜
保
育
室
の
家
賃
助
成
を
引
き
上

げ
る
取
組
（
25
ペ
ー
ジ
参
照
）」「
生

活
保
護
世
帯
の
方
等
が
横
浜
保
育

室
を
利
用
す
る
場
合
に
、
３
か
月

に
限
り
、
横
浜
保
育
室
の
最
低
料

金
分
を
全
額
補
助
」「
日
本
語
の
で

き
な
い
外
国
人
の
方
に
外
国
語
で

の
ア
フ
タ
ー
フ
ォ
ロ
ー
を
行
う
取

組
」
な
ど
、
数
多
く
の
工
夫
に
取

り
組
ん
だ
。
こ
の
３
年
間
で
新
た

な
協
定
締
結
が
１
件
、
要
綱
制
定

は
８
件
に
及
ぶ
。
こ
れ
ら
の
多
く

は
、
区
の
職
員
が
現
場
を
ま
わ
る

中
で
見
つ
け
た
課
題
に
つ
い
て
、

区
局
が
連
携
し
な
が
ら
解
決
策
を

企
画
、
調
整
し
、
事
業
化
し
て
い
っ

た
も
の
で
あ
る
。
ど
ん
な
に
小
さ

な
こ
と
で
あ
っ
て
も
、
待
機
児
童

が
ひ
と
り
で
も
減
る
な
ら
ば
や
っ

て
み
る
価
値
が
あ
る
と
い
う
精
神

で
取
り
組
ん
で
き
た
。

そ
の
結
果
、
24
年
４
月
の
待
機

児
童
数
は
、
１
７
９
人
と
い
う
、

18
年
4
月
時
点
を
越
え
た
過
去
最

小
の
数
字
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
ま

さ
に
、「
チ
ー
ム
横
浜
」
で
取
り
組

ん
だ
結
果
で
あ
る
。

３

保
育
ニ
ー
ズ
は
今
後
ど
う
な

る
な
る
の
か

現
在
、
25
年
４
月
に
向
け
て
、

新
設
保
育
所
を
68
か
所
整
備
し
て

お
り
、
定
員
で
は
対
前
年
４
月
比

で
約
５
，
３
０
０
人
増
と
な
る
見

込
み
だ
。

し
か
し
、
一
方
で
は
、「
急
速
に

※待機児童数は、毎年４月、10月に厚生労働省が全国市町村を対象に調査。厚生
　労働省の指針に基づき算出。

待機児童数 ＝ 保留児童数－横浜保育室等入所者数（注１）－育休取得者数（注２）
－特定園等希望者数（注３）－主に自宅で求職活動をしている家庭
の児童数

（注１）横浜保育室、家庭的保育事業、幼稚園預かり保育、一時保育、乳幼児一時
預かり施設の利用者。

（注２）育児休業中の家庭の児童。
（注３）特定の保育園のみを希望する児童、近くに空きがあるにも関わらず入所を

希望しない児童など。

表３　待機児童集計表

 22年４月 23年４月 24年４月 差引
(24-22）

保育所申込者数（Ａ）

入所児童数（Ｂ）

入所保留児童数（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）

 横浜保育室等入所数（Ｄ）

  横浜保育室

  家庭保育福祉員

  家庭保育福祉員（ＮＰＯ型）

  幼稚園預かり保育

  事業所内保育施設

  一時保育・乳幼児の一時預かり施設

 育休関係 （Ｅ)

 主に自宅で求職活動されている方（Ｆ）

 特定保育園のみの申込者など（Ｇ）

 41,933 44,094 45,707 3,774

 38,331 40,705 43,332 5,001

 3,602 3,389 2,375 ▲ 1,227

 1,020 1,136 1,117 97

 989 1,028 965 ▲ 24

 19 36 29 10

  16 30 30

 12 23 5 ▲ 7

  0 19 19

  33 69 69

  277 186 186

   213 213

 1,030 1,005 680 ▲ 350

 1,552 971 179 ▲ 1,373

区　分

待機児童数（Ｈ）＝（Ｃ）－〔（Ｄ）+（Ｅ）+（Ｆ）+（Ｇ）〕

図５　横浜市内保育所の入所者数（24年4月・24年10月）

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

５歳児

定員
入所４月
入所10月

 0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000 9000 10000
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１
、
２
歳
の
子
ど
も
を
保
育
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
た
め
、
定
員
構

成
の
変
更
に
よ
っ
て
ニ
ー
ズ
の
大

き
い
低
年
齢
児
の
受
け
入
れ
を
増

や
し
た
り
、
新
設
保
育
所
で
４
、

５
歳
の
保
育
室
が
空
い
て
い
る
場

合
は
、
低
年
齢
児
の
一
時
保
育
と

し
て
ス
ペ
ー
ス
を
暫
定
利
用
す
る

な
ど
、
保
育
所
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ

れ
の
状
況
に
合
わ
せ
た
対
策
を
考

え
る
必
要
が
あ
る
。

４

そ
し
て
、「
待
機
児
童
ゼ
ロ
」

の
先
へ

不
可
能
と
思
わ
れ
て
い
た
「
ゼ

ロ
」に
近
づ
き
つ
つ
あ
る
こ
と
で
、

今
、
横
浜
の
待
機
児
童
対
策
に
注

目
が
集
ま
っ
て
い
る
。
し
か
し
、

私
た
ち
の
取
組
は
ゼ
ロ
で
終
わ
り

で
は
な
い
。

①
法
整
備
に
よ
る
両
立
支
援
の

進
展
や
経
済
状
況
の
悪
化
等
に
よ

る
女
性
の
就
労
意
欲
の
高
ま
り
、
②

人
口
減
少
社
会
に
あ
っ
て
は
、
女
性

の
活
躍
を
求
め
て
い
か
な
い
と
横

浜
の
経
済
力
を
確
保
で
き
な
い
と

い
う
危
機
感
、
③
核
家
族
化
等
子
ど

も
の
育
つ
環
境
の
変
化
に
伴
っ
て
、

保
育
所
に
求
め
ら
れ
る
機
能
が
拡

大
し
て
き
て
い
る
、
な
ど
の
社
会
的

な
状
況
を
考
え
る
と
、
い
っ
た
ん
ゼ

ロ
を
達
成
し
た
あ
と
も
待
機
児
童

対
策
を
継
続
す
る
こ
と
が
必
要
で

あ
る
。
そ
の
取
組
は
容
易
で
は
な
い

だ
ろ
う
。
あ
わ
せ
て
、
保
育
の
質
を

よ
り
一
層
上
げ
て
い
く
こ
と
も
課

題
と
な
っ
て
い
る
。

今
後
は
、
待
機
児
童
解
消
の
状

態
を
保
ち
つ
つ
、
27
年
度
か
ら
の

施
行
が
予
定
さ
れ
て
い
る
子
ど
も
・

子
育
て
新
制
度
へ
円
滑
に
移
行
す

る
こ
と
も
重
要
な
課
題
に
な
る
。

25
年
度
に
は
、
新
制
度
に
向
け

た
保
護
者
へ
の
ニ
ー
ズ
調
査
を
実

施
す
る
予
定
で
あ
り
、
そ
こ
で
、

詳
細
な
保
育
ニ
ー
ズ
を
把
握
し
、

フ
ル
タ
イ
ム
就
労
だ
け
で
な
く
、

短
時
間
就
労
者
も
必
要
に
応
じ
て
、

保
育
を
利
用
で
き
る
よ
う
な
仕
組

み
を
構
築
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
。
ま
た
、
年
度
途
中
で
の
入
所

が
非
常
に
厳
し
い
と
い
う
現
実
は

依
然
と
し
て
あ
り
、
育
休
を
１
年

と
ら
ず
に
切
り
上
げ
て
、
４
月
入

所
を
申
し
込
む
と
い
う
方
も
多
い
。

子
ど
も
と
過
ご
せ
る
貴
重
な
時
間

を
１
日
で
も
長
く
、
安
心
し
て
過

ご
し
て
も
ら
う
た
め
に
、
例
え
ば

１
歳
に
な
っ
た
時
点
で
入
所
で
き

る
よ
う
な
環
境
整
備
も
今
後
の
課

題
に
な
る
だ
ろ
う
。

待
機
児
童
ゼ
ロ
と
い
う
状
況
を

作
り
出
す
と
い
う
こ
と
が
、
市
民

に
と
っ
て
ど
う
い
う
メ
リ
ッ
ト
が

あ
る
の
か
、
市
民
に
と
っ
て
、
ど

う
い
う
社
会
が
望
ま
し
い
の
か
、

時
間
を
か
け
て
明
ら
か
に
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
。
横
浜
市
が
目
指

す
安
心
し
て
子
育
て
で
き
る
ま
ち

に
向
か
っ
て
、
引
き
続
き
、
粘
り

強
く
、
取
り
組
ん
で
行
こ
う
。

○新制度の趣旨と財源
平成24年８月に成立した子ども・子育て関連３法に基づ

く子ども・子育て支援新制度は、幼児期の教育・保育の総
合的な提供などを目的とした制度で、27年度にスタートす
る予定となっている。
「子ども・子育て」は、社会保障・税一体改革において

社会保障分野の一つに位置付けられ、新制度の財源として、
消費税率引き上げに伴う増収分のうち、約7,000億円が充
てられる（さらにその他の財源も含め合計1兆円超の財源
確保をめざす）こととされている。

○法案が成立するまでの経緯
国において、22年１月に、「子ども・子育て新システム

検討会議」が設けられ、検討がスタートした。同会議作業
グループの下で３つのワーキングが開催され、24年３月に
子ども・子育て新システムに関する基本制度や法案骨子が
少子化社会対策会議で決定された。その後、法案が国会に
提出され、議員修正等を経て、24年８月に関連３法が成立
した。

○給付・事業の全体像
新制度では、下表の給付・事業が対象となっている。認

定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付が導入さ
れる。

○子ども・子育て会議
子育て当事者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、

子育て支援者、学識経験者が子育て支援の政策プロセス等
に参画・関与することができる仕組みとして、25年４月以
降、国に「子ども・子育て会議」が設置され、新制度の施
行に向けた検討が行われる予定となっている。

また、各市町村についても、審議会その他の合議制機関
の設置努力義務が規定されており、本市では、「地方版子
ども・子育て会議」を設置し、ニーズ調査等に基づく市町
村子ども・子育て支援事業計画の策定や子ども・子育て支
援施策の推進に関することなどについて審議を行っていく
予定である。

子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育て支援新制度

コ ラ ム

〈新制度で対象となる主な給付・事業〉

子ども・子育て支援給付 地域子ども・子育て支援事業

■施設型給付
・認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付
■地域型保育給付
・小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育
■児童手当

■利用者支援、地域子育て支援拠点事業、一時預かり、乳児家庭全戸
訪問事業等

■延長保育事業、病児・病後児保育事業
■放課後児童クラブ
■妊婦健診
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平成20年12月 児童福祉法一部改正する法律
・家庭的保育事業が法定化

平成21年８月 林市長就任

平成21年４月 乳幼児一時預かり事業実施

平成21年10月 保育所待機児童解消プロジェクト発足

平成21年12月

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」
（閣議決定）
・待機児童解消への取組
・幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のための包括的・
　一元的な制度の構築を進める

平成22年１月

○「子ども・子育てビジョン」（閣議決定）
・バランスのとれた総合的な子育て支援（子育て家庭等への
　支援・保育サービス等の基盤整備）
・待機児童の解消等に向けた明確な数値目標
※平成29年度に44％に達する３歳未満児に関する潜在的な保育
　需要を満たすため、女性の就業率の上昇を勘案し、平成26年
　度までに35％の保育サービス提供割合（３歳未満）を目指し、
　潜在需要をも含めた待機児童解消を図るものである。

○子ども・子育て新システム検討会議の設置（少子化
　社会対策会議決定）

平成22年３月 保育所待機児童解消プロジェクト報告書

平成22年４月

緊急保育対策担当設置（部長１、課長２、係長２、職
員２，８区に兼務係長配置）
・幼稚園預かり保育平日型導入
・横浜保育室軽減助成制度拡大（１万～４万）
・NPO法人等を活用した家庭的保育事業実施
・短時間就労のための乳幼児一時預かり事業

平成22年６月 子ども・子育て新システム基本制度案要綱（少子化
社会対策会議決定） 平成22年６月 横浜市次世代育成支援行動計画「かがやけ横浜こど

も青少年プラン後期計画」策定

平成23年10月 鶴見・神奈川・港北区に保育コンシェルジュを追加
配置

22.11.29 待機児童解消「先取り」プロジェクト基本構想とり
まとめ

平成22年12月 横浜市中期４か年計画（2010 ～ 2013）策定
・目標　待機児童解消

平成23年４月

平成23年５月

平成23年６月

全区に緊急保育対策担当係長（兼務係長）配置

緊急保育対策室設置（室長１，部長１，課長３、係長
５、職員６、全 18区に兼務係長配置）

全 18 区に保育コンシェルジュ配置

平成23年７月 子ども・子育て新システムに関する中間とりまとめに
ついて（少子化社会対策会議決定）

平成24年３月 子ども・子育て新システムの基本制度について
（少子化社会対策会議決定）

平成24年３月 消費税関連法案とともに、平成 24 年通常国会に法案
を提出 平成24年４月 保育料等の改定

平成24年６月 衆議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会及
び衆議院本会議で３法案を可決

平成24年８月 参議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会及
び参議院本会議で３法案を可決・成立

国 横浜市

時期 内容 時期 内容

平成20年２月 「待機児童ゼロ作戦」

 昭和 35 年 家庭保育福祉員

 平成９年 横浜保育室実施
 平成９年 幼稚園預かり保育モデル実施

（平成 12 年４月 親子のひろば「びーのびーの」オープン
 平成 18 年３月 横浜市地域子育て支援拠点モデル事業開始
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「どろっぷ」）

平成22年10月 待機児童ゼロ特命チーム

22.11.1　待機児童ゼロ特命チーム　ヒアリングに横浜市出席

24.６.12　社会保障・税一体改革特別委員会公聴会に
参考人として横浜市長が出席
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